




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　 低総農家数 高総農家数 計（件）
ある 10 18 28
ない 29 20 49
計 39 38 77
表10　農福連携の取入の有無と農業産出額
　 低農業産出額 高農業産出額 計（件）
ある 8 20 28
ない 31 18 49































































































































































sh ien/kenko/shoga i / shuurou/ index .
html/2018/12/23）
21）…特定非営利活動法人日本セルプセンタ 『ー農と福
祉の連携についての調査研究報告』2014年。
22）…長野県では、2011年度から実施してきた「パーソナ
ル・サポ トー・モデル事業」の成果を踏まえ、2015
年4月1日から「生活困窮者自立支援法」に基づき、
困難を抱えて困窮されている方に対する相談支
援、就労支援を、「信州パーソナル・サポ トー事業」
として実施している。この事業では、県は、支援を
担当する町村部について、県下9か所にワンストッ
プ型の相談支援拠点「長野県生活就労支援セン
ター“（愛称）まいさぽ”」を設置して、地域の関係機
関と連携しながら寄り添い型の相談支援を実施し
ている。長野県ホームページ
　（https://www.pref.nagano.lg.jp/chiiki-
fukushi/kenko/fukushi/konkyu/puropo.
html/2018/12/28）
23）…関東農政局「平成27～28年…長野農林水産統計
年報」
−…13…−
合田盛人　市町村社会福祉協議会における農福連携の取り組みについて 121
　（http://www.maff.go.jp/kanto/to_jyo/2017da
ta/nagano_h27-28.html/2018/12/07）
… 本研究期間と直近で公表された年報は「平成28
～29年…関東農林水産統計年報」であるが、これま
で都県別に刊行されていたものが、「平成28～29
年」から各都県のデータをまとめ関東版として掲載
されているために、長野県市町村別データを抽出
することができない。そのため「平成27～28年長野
農林水産統計年報」を用いることにした。
24）「平成28年市町村別農業産出額（推計）」政府統
計ポータルサイトe-Stat
… (https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?p
age=1&layout=datalist&toukei=00500249&
tstat=000001108355&cycle=7&year=2016
0&month=0&tclass1=000001108375&tcla
ss2=000001113595/2018/12/25)
25）『新・社会福祉協議会基本要項』全国社会福祉協
議会、1992年4月1日。「社会福祉協議会の活動原
則」とは、【住民ニ ズー基本の原則】【住民活動主体
の原則】【民間性の原則】【公私協働の原則】【専門
性の原則】である。
26）『地域福祉をすすめる力－育てよう、活かそう「地域
の福祉力」』全国社会福祉協議会、2007年、21頁。
27）…行友弥「日本農業の＜強さ＞を論じる前に（特集　
日本の農業力）」『日本農業の動き』農政ジャーナリ
ストの会、2011年、14頁。
28）…生源寺眞一「日本農業の真の実力（特集　日本の
農業力）」『日本農業の動き』農政ジャーナリストの
会、2011年、64頁。
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